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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名 【No.10（医療分）】

地域リハビリテーション強化推進事業

【Ｒ３総事業費】 55千円

【基金充当額】H29:1,127 千円

R3:55 千円

事業の対象とな

る区域

全区域
（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西部）

事業の実施主体 静岡県、静岡県医師会、静岡県ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ専門職団体協議会

事業の期間 内示以降～令和４年３月 31 日
□継続 ／ ☑終了

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ

住み慣れた地域で適切なリハビリテーションを提供できるよう、在宅高齢

者等へのリハビリテーション提供体制の強化を図る必要がある。

アウトカム指標：

市町が実施する地域リハビリテーション活動支援事業につながる。

（全 35 市町で実施）

訪問リハビリテーション介護サービス量

286,346 回/年(R 元)→364,898 回/年（R5）

事業の内容 病院から在宅への円滑な復帰を支援し、在宅医療の推進を図るため、急性期から

回復期、生活期（在宅）にいたるまでの切れ目のないリハビリテーション提供体

制を多職種連携により構築することを目的に以下の事業を実施する。

・地域リハビリテーションサポート医の養成

・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修

・訪問リハビリテーション職員養成研修

アウトプット指

標（目標値）

【平成 29 年度】

・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修 ８圏域 1,600 人

・訪問リハビリテーション職員養成研修 400 人

【令和３年度】

・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修 ８圏域 1,600 人

・訪問リハビリテーション職員養成研修 ３回 100 人

アウトプット指

標（達成値）

【平成 29 年度】

・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修 ８圏域 2,111 人

・訪問リハビリテーション職員養成研修 290 人

【令和３年度】

・リハビリテーションの活用に係る多職種連携研修 ８圏域 1,811 人

・訪問リハビリテーション職員養成研修 ３回（Web 配信） 381 人

事業の有効性・効

率性

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：

・市町が実施する地域リハビリテーション活動支援事業→全 35 市町で実施（令和

３年度）

・訪問リハビリテーション事業所→113 か所（令和３年度）
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（１）事業の有効性

本事業により、令和３年度に地域リハビリテーションサポート医が 10人、地域リハ

ビリテーション推進員が 37 人養成され、地域における多職種連携の推進や、市町等が

実施する介護予防事業に関し、リハビリテーションの視点の導入が進んだ。

（２）事業の効率性

地域リハビリテーション広域支援センターの連絡会を実施することにより、センタ

ー同士で好事例を共有し、より効果的な多職種連携研修の実施につなげた。

その他
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【No.20（医療分）】

ふじのくにバーチャルメディカルカレッジ

運営事業費（医学修学研修資金）

【Ｒ３総事業費】 92千円

【基金充当額】H29:36,522 千円

R3:92 千円

事業の対象とな

る区域

全区域（賀茂、熱海伊東、駿東田方、富士、静岡、志太榛原、中東遠、西

部）

事業の実施主体 静岡県

事業の期間 平成２９年４月１日～令和４年３月３１日

□継続 ／ ☑終了

背 景 に あ る 医

療・介護ニーズ

・本県の医療施設従事医師数は人口 10 万人あたり 210.2 人で、全国 40 位

と低位にあり、更なる医師確保に向けた取組が必要。

・また、県内の医師数は最も多い西部医療圏の 260.1 人に対し、最も少な

い富士医療圏の 148.0 人と地域偏在が大きく（約 1.76 倍）、地域偏在解消

に向けた取組が必要。

アウトカム指標

・人口 10 万人あたり医師数

210.2 人（平成 30 年 12 月）→217 人（令和３年度）

事業の内容 ・本県の地域医療に貢献する志を持った医学生に医学修学研修資金を貸与
（修学資金の貸与を受け、本県の地域医療に従事することを条件とする入学定員枠で
ある地域枠分）

・平成 27～29 年度入学者 29 人、令和 3年度予定入学者 62人（基金充当）

・貸与金額 2,400 千円／年、貸与期間（上限）、医学生６年間

アウトプット指

標（目標値）

【平成 29 年度】

・医師派遣・あっせん数 160 人

・キャリア形成プログラムの作成数 69

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合 50％

【令和３年度】
・医師派遣・あっせん数 387 人

・専門医研修プログラムの作成数 91

アウトプット指

標（達成値）

【平成 29 年度】

・医師派遣・あっせん数 157 人

・キャリア形成プログラムの作成数 73

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割合 47％

【令和３年度】

・医師派遣・あっせん数 432 人

・専門医研修プログラムの作成数 94

事業の有効性・効

率性

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：

人口 10 万人あたり医師数 219.4 人（令和２年 12 月）
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（１）事業の有効性

医学修学研修資金被貸与者は、令和３年度には累計で 1,410 人（前年度比＋102

人）となり、貸与者は増加するとともに、令和４年４月時点での県内勤務者数は 627

人（前年比＋49人）になるなど、本県に勤務する医師の着実な増加に寄与している。

また、「医師派遣・あっせん数」を始めとしたアウトプット指標についても、目標値

と同等の結果となっており、本事業の効果が認められる。

（２）事業の効率性

貸与者の決定に当たっては、将来的に県内医療機関に勤務する意志やビジョンを確認

するなど、本県の地域医療に貢献する志を持った医学生に修学資金を貸与することと

している。

その他



３．事業の実施状況（平成 29 年度静岡県計画の事後評価）

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業）

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業

事業名 【Ｎｏ．１】

静岡県介護施設等整備事業

【総事業費：執行額計】計 755,031 千円

平成 29 年度 581,091 千円

令和 ３年度 173,940 千円

事業の対象

となる区域

県内全域

（賀茂・熱海伊東・駿東田方・富士・静岡・志太榛原・中東遠・西部）

事業の実施

主体
静岡県（補助主体）

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和６年 3月 31 日

☑継続 ／ □終了

背景にある

医療・介護

ニーズ

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期から第８期までの介護保険

事業支援計画等において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行

う。

アウトカム指標： 静岡県全体

目標項目等 令和２年度

実績

令和５年度

目標

①地域密着型介護老人福祉施設 1,283 人 1,342 人

②介護老人保健施設

（療養病床からの転換分を除く。）
13,077 床 13,049 床

③ケアハウス 2,545 床 2,547 床

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 14 カ所 18 カ所

⑤認知症高齢者グループホーム 6,471 床 6,858 床

⑥小規模多機能型居宅介護事業所 161 カ所 179 カ所

⑦看護小規模多機能型居宅介護事業所 31 カ所 45 カ所



事業の内容

（ 当 初 計

画）

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。

③介護療養型医療施設から介護老人保健施設等への転換を図るための介護
施設の創設、改築及び改修に対して支援を行う。

アウトプッ

ト指標（当

初 の 目 標

値）

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備

等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備

を促進する。

・小規模多機能型居宅介護事業所 ９カ所

・認知症高齢者グループホーム ５カ所

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ３カ所

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 ５カ所

アウトプッ

ト指標（達

成値）

＜平成 29 年度執行分のアウトプット指標（達成値）＞

・小規模多機能型居宅介護事業所 ３カ所

・認知症高齢者グループホーム ４カ所

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 １カ所

・地域密着型介護老人福祉施設 116 人（４カ所）

整備予定施設等

小規模多機能型居宅介護事業所 ６カ所

認知症高齢者グループホーム ２カ所

認知症対応型デイサービスセンター １カ所

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 ２カ所

看護小規模多機能型居宅介護事業所 ５カ所

支援予定施設等

特別養護老人ホーム 550 床

地域密着型特別養護老人ホーム 116 床

介護老人保健施設 120 床

ケアハウス 90 床

小規模多機能型居宅介護事業 宿泊定員 81 床

認知症高齢者グループホーム 63 床

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 3カ所
看護小規模多機能型居宅介護事業所 宿泊定員 45 床

介護療養型医療施設等の転換 1,065 床

支援予定施設等

介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換整備 1,015床



事業の有効

性・効率性

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築に向け

て、第６期介護保険事業支援計画等において予定している地域密着型サービ

ス施設等の整備を行う。

観察できなかった

観察できた → 指標：地域密着型サービス施設が増加し整備が進捗した。

（１）事業の有効性

地域密着型サービス施設が増加したことにより、高齢者が地域において、

安心して生活できる体制の構築が図られた。

（２）事業の効率性

工事契約や物品等契約手続について、県・市町に準じて競争入札等の手

法を導入することにより、経費の低減等の効率化が図られた。

その他 ＜平成 29 年度の執行額＞ 581,091 千円

・介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 581,091 千円

＜令和３年度の執行額＞ 173,940 千円

・介護療養型医療施設の介護老人保健施設等への転換整備に対する支援

173,940 千円

支援施設等

特別養護老人ホーム 520床（８カ所）

介護老人保健施設 120 床(２カ所)

ケアハウス 90 床(２カ所)

地域密着型特別養護老人ホーム 116 床(４カ所)

小規模多機能型居宅介護事業 27 床(３カ所)

認知症高齢者グループホーム 54 床(４カ所)

看護小規模多機能型居宅介護事業所 ９床(１カ所）

支援施設等

介護老人保健施設→介護医療院 104 床(１カ所)

介護療養病床→介護医療院 52 床(１カ所)


